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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００１ 項　　目　　名 式典関係費

予算書項目 市制施行記念式典費 ページ 13 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-30-8102 
 
【１１次総の施策体系】0001 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市と姫路市との姉妹都市提携50周年記念（昭和47年３月８日締結）に際し
て、８月開催の「鳥取しゃんしゃん祭」に姉妹都市からの来賓として来訪される姫
路市長に「特別名誉市民」の称号贈呈を行う。
 
【事業の内容】 
○特別名誉市民章 
　称号贈呈者　姫路市長　清元　秀泰　氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 330 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 961 

要求額 330 

総務部長段階査定額 330 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 330 諸収入 0 

計 330 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 7 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００１ 項　　目　　名 シティセールス推進事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 総合企画費 ページ 13 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013 
 
【１１次総の施策体系】2203（実施計画関連事業） 
 
【事業の経過及び背景】 
　長引くコロナ禍において、各種イベントや学校行事等の休止・縮小が余儀なくさ
れる日々が続いている。しかしながら、これまでのコロナ対策の知見の積み重ねに
より、感染予防対策を徹底したうえで徐々にイベント等の開催が再開されていると
ころである。

【事業の目的及び効果】
　これまで制限があり中止あるいは縮小傾向にあったイベント実施を支援すること
で、withコロナ時代の中でも、市民への活力とうるおいを与えるとともに、本市の
魅力を発信する。

【事業の内容】
　対象とするイベントは、感染予防対策を徹底したうえで、市民が主体となって市
内で実施するものとする。また、地域の魅力ある資源を活用することで、主催者・
参加者の地域への愛着度向上につながり、対外的にも本市の魅力発信効果が期待で
きるものとし、実施に当たっては、市内外への情報発信を行うものとする。
　イベントは公募し、審査会において決定する。

・イベント補助支援　500千円×３団体
・補助率10/10
・審査会審査委員報償費

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,264 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,580 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 1,580 

総務部長段階査定額 1,580 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 316 諸収入 0 

計 1,580 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００２ 項　　目　　名 ウクライナ避難民受入支援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 国際交流促進費 ページ 13 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R4

一般会計 【問合せ先】都市交流係 0857-30-8022

【１１次総の施策体系】2205

【事業の経過及び背景】
　国が、ロシアによる侵攻が原因でウクライナから避難された方々の受入を進めて
いることを受け、県は新たな支援制度の構築など、受け入れ体制の整備を進めてい
る。こうした状況を踏まえ、多文化共生のまちづくりを進める本市としても、受入
に関して積極的に対応していくことが必要となっている。

【事業の目的及び効果】
　県と協調し、ウクライナから本市に避難された方々に対する生活支援などに取り
組むことにより、本市での避難生活における安全・安心や利便性を確保すること
で、避難された方々との相互理解や交流の促進、ウクライナとの友好・信頼関係の
発展に寄与する。

【事業の内容】
○生活支援・生活物資の確保（新規）
・住宅支援（市営住宅の確保）
・生活支援金の支給
　　賃貸住宅（公営住宅含）等の場合　世帯30万円、単身者15万円
　　親類・知人宅等の場合　　　　　　世帯20万円、単身者10万円

○生活全般に係る手続き等の支援（継続）
・住民登録に係る手続き・通訳支援、健康相談支援等

○日本語学習支援（継続）
・にほんごボランティア派遣、にほんごカフェの実施等

　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 600 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 750 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 750 

総務部長段階査定額 750 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 150 諸収入 0 

計 750 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 8 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 訪問介護サービス事業所等燃油高騰緊急対策事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 介護サービス事業継続支援事業費 ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　燃料費高騰に伴い訪問系のサービスを実施する介護事業所等は事業コストが増加
し、経営を圧迫している。
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（コロナ禍における原油価
格・物価高騰対応分）を活用し事業者支援を行う。

【事業の目的及び効果】
　事業者に対し燃油高騰に伴う負担を軽減することにより事業継続を支援する。

【事業の内容】
　市内に事業所を有する訪問介護サービス等を実施している法人に対し、事業所の
有する車両１台当たり１万円の燃油代を補助する。

・補助対象
　介護事業者：訪問介護45、訪問看護22、訪問リハビリテーション19、訪問入浴４
　障がい事業者：訪問系サービス21
　計111事業所

・県補助率1/2（訪問介護事業所のみ　１事業所あたり上限10万円）
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,495 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,950 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 0 

要求額 2,950 

総務部長段階査定額 2,950 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 455 諸収入 0 

計 2,950 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 介護用品購入支援クーポン事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 在宅介護支援事業費 ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　コロナ禍において、原材料費高騰による、紙おむつ等介護用品の値上げに直面す
る市民生活の負担軽減として、要介護者への経済的支援のため実施する。

【事業の目的及び効果】
　在宅で療養している要介護者に必要な介護用品の購入助成により、物価高騰に直
面する市民生活を支援する。

【事業の内容】
　市民税非課税の要介護４及び５と認定された在宅の要介護者に対し、介護用品の
購入費用を助成する。

　助成内容：1,000円券５枚綴りの介護クーポン券を交付

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,640 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,800 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 0 

要求額 5,800 

総務部長段階査定額 5,800 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,160 諸収入 0 

計 5,800 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 9 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業（特別障害者手当等受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費（原油価格・物価高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R4

一般会計 【問合せ先】障がい福祉課 0857-30-8217

【１１次総の施策体系】1203

【事業の経過及び背景】
　コロナ禍における原油価格・物価高騰を受け、電気・ガス料金が上昇しており、
低所得世帯の夏季の生活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急な対策
が必要となる。

【事業の目的及び効果】
　エアコン等の使用にかかる光熱費の一部を助成することにより、低所得世帯への
生活費への影響を緩和する。また、電気代等の値上げにより、エアコン等の使用を
控えることによる熱中症等の予防につなげる。

【事業の内容】
・対象者
　①特別障害者手当受給世帯　　202世帯
　（所得制限による支給停止世帯を除いた住民税非課税世帯に限る)
　（基準日：令和４年６月１日　以下同じ）
　②経過的福祉手当受給世帯　　 ２世帯
　③障害児福祉手当受給世帯　　 １世帯
　④特別児童扶養手当受給世帯   45世帯
　　　　　　　　　　　　計　  250世帯
・助成経費
　光熱費（１世帯あたり7,000円）
・財源
　原油価格高騰に係る生活困窮世帯支援補助金（県1/2補助金）875千円
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　740千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,615 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,801 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 1,801 

総務部長段階査定額 1,801 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 186 諸収入 0 

計 1,801 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００４ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（生活保護受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費（原油価格・物価高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R4

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】
　コロナ禍における原油価格・物価高騰を受け、電気・ガス料金が上昇しており、
低所得世帯の夏季の生活に深刻な影響を与えることが懸念されるため、早急な対策
が必要となる。
　
【事業の目的及び効果】
　エアコン等の使用にかかる光熱費の一部を助成することにより、生活保護受給世
帯への生活費への影響を緩和する。また、電気代等の値上げにより、エアコン等の
使用を控えることによる熱中症等の予防につなげる。

【事業の内容】
・対象者
　生活保護受給世帯　1,987世帯
　（社会福祉施設等入所単身者世帯及び入院単身者世帯を除く）
　（基準日：令和４年６月１日）
・助成経費
　光熱費（１世帯あたり7,000円）
・財源
  原油価格高騰に係る生活困窮世帯支援補助金（県1/2補助金）6,954千円
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　5,874千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 12,828 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 14,297 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 14,297 

総務部長段階査定額 14,297 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,469 諸収入 0 

計 14,297 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 10 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,143 諸収入 0 

計 11,112 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,112 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 11,112 

総務部長段階査定額 11,112 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１１次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　原油価格や物価の高騰が続き、光熱費等の価格の高騰が続いている。長引く新型
コロナ ウイルスの影響も重なり、低所得者世帯の夏季の生活に深刻な影響を与える
ことが懸念さ れるため、早急な対策が必要とされる。　 
 
【事業の目的及び効果】 
　原油価格・物価高騰対策の一つとして低所得者に対する光熱費の支援を行うこと
により 、生活の一助とする。  
 
【事業の内容】 
・対象者
　児童扶養手当受給世帯　1,543世帯
　（児童扶養手当全部支給停止世帯及び生活保護受給世帯除く) 
　（基準日：令和４年６月１日）
・助成経費
　光熱費(１世帯あたり7,000円)  
 ・財源
  原油価格高騰に係る生活困窮世帯支援補助金（県1/2補助金）5,400千円
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　4,569千円
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,969 0 

健００１ 項　　目　　名 低所得者等への光熱費助成事業費（児童扶養手当受給世帯分）

予算書項目 低所得者等への光熱費助成事業費（原油価格・物価高騰対策） ページ 13 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R4

- 11 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 公衆浴場確保対策補助金

予算書項目 公衆浴場運営補助金 ページ 15 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-22-5163 

【１１次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　一般公衆浴場は日常の保健衛生の確保のために必要不可欠な施設であり、入浴料
金は利 用者にとって低廉な料金となるよう、県による物価統制令（昭和21年３月３
日勅令第118号）の統制額が指定されている。このたびの原油価格高騰分の一部を
助成する ことにより、公衆浴場の経営の安定を図り、市民の公衆衛生基盤を安定的
に確保する。
 
【事業の目的及び効果】 
　原油価格の高騰は、一般公衆浴場の経営に大きな影響を与えている。補助対象と
なって いる公衆浴場に対して、従来の助成に加え燃料費の助成を行い、管理運営の
確保を図る 。 

【事業の内容】 
○公衆浴場原油価格高騰対策補助金
・補助対象：宝温泉、木島温泉、合名会社元湯温泉、有限会社日乃丸温泉 
・補助金上限額： 340千円×４浴場＝1,360千円
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,088 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,360 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 2,000 

要求額 1,360 

総務部長段階査定額 1,360 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 272 諸収入 0 

計 1,360 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 鳥取市オミクロン株影響対策緊急応援金（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 15 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R4

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8282 
 
【１１次総の施策体系】2101 
 
【事業の経過及び背景】 
　オミクロン株等による新型コロナウイルスの第六波感染拡大による行動抑制の結
果、市 内事業者の経営環境が急速に悪化している。 
 
【事業の目的及び効果】
　市内中小企業・小規模事業者等の経営を下支えするため、新たな応援金を支給す
ることで、事業継続と雇用維持を図る。

【事業の内容】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和４年１月～２月の２か月の売上額
（合計）が過去３年（平成31年から令和３年）のいずれかの年の同時期（基準期
間）と比較して30％以上減少している市内事業者に対し、売上規模に応じて応援金
を支給する。

○実績見込による追加補正
・件　数：3,000件　　　※４月臨時補正　1,889件
・見込額：572,500千円　※４月臨時補正　311,700千円

○応援金の支給額
　売上規模(基準期間の月平均)　　　　支給額(上限)
　50万円未満　　　　　　　　　　　　10万円
　50万円以上200万円未満　　　　　　 15万円
　200万円以上　　　　　　　　　　   30万円
　認証店加算(２店舗目以降)　　　　　15万円（１店舗当たり）　　 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 208,640 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 260,800 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 319,026 

要求額 260,800 

総務部長段階査定額 260,800 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 52,160 諸収入 0 

計 260,800 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 鳥取市製造業再エネ・省エネ設備導入事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 15 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R4

一般会計 【問合せ先】企業支援係 0857-20-3223 
 
【１１次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】
　製造業においては、コロナ禍、燃油・原材料高騰、円安、また電気料金の高騰な
ど、影響が出ている。このような状況の中、再エネ・省エネの取組みによる、持続
的な事業発展が求められている。

【事業の目的及び効果】
　市内製造業の再エネ・省エネ設備の導入を支援することにより、現在の状況に対
応するとともに、CO2排出量の削減による、地球温暖化対策を推進する。

【事業の内容】
再生可能エネルギー設備、省エネルギー設備の導入の支援
①発電・蓄電設備
②高効率な省エネ機器
③電気自動車とＶ２Ｈ（①か②との併用）
④エネルギーマネジメントシステム（①か②との併用）
・補助率：①～④の合計額の1/2（上限7,000千円）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 80,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 100,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 100,000 

総務部長段階査定額 100,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 20,000 諸収入 0 

計 100,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 鳥取市新事業展開支援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 15 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R4

一般会計 【問合せ先】企業支援係 0857-20-3223 
 
【１１次総の施策体系】2101 
 
【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、市内事業者は厳しい経営状
況に置かれている。コロナ禍で変容した生活形式に対応した事業展開をしなければ
企業の存続は危うく、本市経済の停滞も懸念される。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症により変容した生活様式に対応するための事業転換や
新規事業分野への進出に係る経費を支援することで、市内事業者の事業継続や本市
地域経済の持続的な発展を図る。

【事業の内容】
○鳥取市新事業展開支援補助金（仮称）
・対 象 者：新型コロナの影響により売上が減少した事業者
・対象事業：新型コロナウイルス感染症まん延以降の需要を獲得するための事業
　　　　　　転換等の取組
・補助金額：①事業費200千円以上（他制度との併用不可）
　　　　　　　補助率2/3（上限1,500千円）
　　　　　　②事業費2,000千円以上（県制度（※）の採択事業に限る）
　　　　　　　補助率3/10（上限3,000千円）
　　　　　　※新時代対応型事業展開支援補助金（補助率1/2　上限5,000千円）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 98,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 122,500 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 122,500 

総務部長段階査定額 122,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 24,500 諸収入 0 

計 122,500 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 観光誘客応援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 観光活動費 ページ 15 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 
 
【１１次総の施策体系】2202 
 
【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルスの感染防止対策の継続と併せ、社会経済活動との両立の動き
が本格化し、観光需要の回復に向けた機運が高まっている。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症からの復興・再生に向け、県内外から観光客を呼び込
むための誘客イベントや観光キャンペーンの開催、デジタル技術を活用した周遊促
進など、観光事業者の反転攻勢に向けた取組を支援する。

【事業の内容】
○観光誘客応援事業費補助金
・観光客を呼び込む誘客イベントや観光キャンペーン等の開催
・デジタル技術を活用した周遊コンテンツ造成など、各種デジタル化の推進
・補助率：2/3（上限400千円）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,200 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,000 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 4,000 

総務部長段階査定額 4,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 800 諸収入 0 

計 4,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 畜産経営緊急支援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 畜産振興対策事業費 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R4

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 
 
【１１次総の施策体系】2104（実施計画関連事業） 
 
【事業の経過及び背景】 
　コロナ禍や世界での飼料作物需要増加、原油高、円安等の影響により、飼料価
格、資材 ・燃油価格が高騰した状況が続いており、経営コストに対する飼料費の割
合が高い畜産事業者の経営を圧迫している。 
　 
【事業の目的及び効果】 
　これまでに例をみない飼料価格高騰で畜産情勢が大きく変化するなか、飼料費等
の一部を緊急的に支援し、将来にわたって安定した本市の食を担う畜産事業者の経
営の維持安定を図る。 
 
【事業の内容】 
①肉用牛・肉用豚（肥育・養豚農家への支援）　3,788千円
・国の既存セーフティネット制度で補填されない部分を補助（市1/4）

②乳牛（酪農農家への支援）　64,362千円
・国の配合飼料価格安定制度で補填されない飼料代高騰部分を補助（市1/6）

③採卵鶏・肉用鶏（養鶏農家への支援）　1,448千円
・国の配合飼料価格安定制度の生産者負担金上昇部分を補助（市1/4）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 55,678 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 69,598 0 

農業費

目 畜産業費

補正前額 0 

要求額 85,901 

総務部長段階査定額 69,598 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 13,920 諸収入 0 

計 69,598 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００２ 項　　目　　名 省エネ漁業推進事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 省エネ漁業推進事業費 ページ 15 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R4

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-30-8312 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの影響による魚価の低迷、長期化する燃油価格の高騰など、
非常に厳しい漁業経営環境が続いている。　　 

【事業の目的及び効果】 
　漁船用機器等の購入や省エネ型漁船への改造経費を県と連携して支援し、燃油価
格高騰等の影響を受ける漁業者等の経営改善を図る。

【事業の内容】 
　省エネ等経費削減に資する機器の購入経費を、経営改善に積極的かつ計画的に取
組む漁業者に対し助成する。
　
・事 業 費：1,568千円×1/6＝262千円　２名（船外機、魚群探知機等） 
・実施主体：以下の条件いずれかを満たす20t未満の漁船漁業者 
　　　　　　①年齢が65歳以下のもの 
　　　　　　②年齢が70歳以下で、過去３年間に平均90日以上出漁実績があるもの

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 209 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 262 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 0 

要求額 262 

総務部長段階査定額 262 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 53 諸収入 0 

計 262 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,470 諸収入 0 

計 12,350 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 12,350 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 12,350 

総務部長段階査定額 12,350 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 
 
【１１次総の施策体系】2404 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、公共交通の利用回復が遅れる中、
燃料価格の高騰も相まって、交通事業者の経営は危機的な状況が続いている。地域
公共交通の維持・確保に向けて、事業存続に資する支援が求められている。 
 
【事業の目的・効果】 
　厳しい経営状況の中で、感染防止対策を講じながら安全・安心な地域公共交通の
維持・確保を図っ ているタクシー事業者を支援し、タクシー事業の存続を図る。 
 
【事業の内容】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により営業収入が減少した市内タクシー事業者
に対し、事業継続のための緊急支援金を交付する。

○補助対象者
　市内に事業所を有するタクシー事業者
○補助金額
　タクシー車両１台につき50千円（登録台数：247台）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,880 0 

都００１ 項　　目　　名 タクシー事業継続緊急支援事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 13 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 210 諸収入 0 

計 1,050 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,050 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 1,050 

総務部長段階査定額 1,050 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 
 
【１１次総の施策体系】2404 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により公共交通の利用低迷が続き、交通事業者
は危機的な経営状況となっている。今後、市民生活を支える公共交通の存続を図っ
て いくために、公共交通の利用促進に向けた取組を一層推進していく必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　公共交通の利用促進に資する取組を推進していくことで、市民生活を支える公共
交通の 維持・存続を図る。 
 
【事業の内容】 
　ノーマイカー通勤「ノルデ運動」に協賛いただく飲食店 や商店などに、公共交通
利用促進に関するPRポスターを掲出する。
 
・PRポスター掲出店舗数：100店舗（予定） 
　①広告費　　　　　1,000千円（100店舗×10千円/店舗） 
　②ポスター作成費　　 50千円（500枚）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 840 0 

都００２ 項　　目　　名 公共交通利用促進事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 公共交通利用促進事業費 ページ 13 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R4

- 16 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,216 諸収入 0 

計 11,080 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,080 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 11,080 

総務部長段階査定額 11,080 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-30-8404 
 
【１１次総の施策体系】 1102
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、本市の市立小・中・義務教育学校にお
いても こまめな手洗い・うがいを実施しているところではあるが、感染拡大防止対
策として有効な手洗いの非接触化に向けた早急な対応が求めら れている。 

【事業の目的及び効果】 
　児童生徒をはじめ、学校施設開放により多くの市民が使用する学校体育館におい
て、水栓設備の一部を自動水栓に切り替えることで、非接 触での手洗い・うがい等
を可能とし、新型コロナウイルス感染予防の強化 及び安心で快適な環境の整備に資
する。 
 
【事業の内容】 
　学校体育館のトイレの水栓設備を自動水栓に取り替える。併せて消毒用具を整備
する。
 
・自動水栓取替設置事業　230か所　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 8,864 0 

教００１ 項　　目　　名 学校施設環境整備事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 学校施設環境整備事業費 ページ 15 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,312 諸収入 0 

計 6,561 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,561 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 6,561 

総務部長段階査定額 6,561 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-30-8411 
 
【１１次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症による臨時休業や学校行事等の変更などの影響によ
り、学習や生活の面で支援が必要な児童生徒が増えている。加えて、学校において 
は新型コロナウイルス感染症への対応で業務負担が増加している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　学校及び児童生徒を支援する学校支援員を配置することで、学習や生活の面で支
援が必要な児童生徒に適切な対応を行うとともに、学校 の円滑な運営を図る。 
 
【事業の内容】 
　学校支援員（週30時間）５名配置 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,249 0 

教００２ 項　　目　　名 学校支援員配置事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 児童生徒支援事業費 ページ 15 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 141 諸収入 0 

計 709 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 709 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 0 

要求額 709 

総務部長段階査定額 709 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 
 
【１１次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　学校給食は学校給食センターと学校（配膳室）との間を給食用コンテナにより配
送・回収する必要があるため、専用車を有する業者に委託して実施している。
　昨今の燃油価格高騰を受けて、事業者の経費負担が増加している。

【事業の目的及び効果】 
　学校給食センターから受配校である小・中・義務教育学校までの給食の配送・回
収を、継続的かつ 安定的に実施する。 
 
【事業の内容】 
　学校給食の配送にかかる委託料を増額し、児童生徒に安定的に給食を提供する。 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 568 0 

教００３ 項　　目　　名 給食配送委託費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 給食配送委託費 ページ 17 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,251 諸収入 0 

計 21,255 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 21,255 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 0 

要求額 21,255 

総務部長段階査定額 21,255 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-30-8417 
 
【１１次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】
　配送された学校給食は、各学校の給食配膳室で学級ごとに仕分けされるが、調理
後すぐに配送されることから、配膳室は非常に高温になりやすい。

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として積極的な換気を図ること、ま
た、夏季休 業期間を短縮して授業を実施する場合においても学校給食を提供できる
ことを目的に、学校の給食配膳室に空調設備を設置する。 
 
【事業の内容】 
　給食配膳室への空調設備設置
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,004 0 

教００４ 項　　目　　名 給食環境整備事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 給食環境整備事業費 ページ 17 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R4
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 98 諸収入 0 

計 494 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 494 0 

社会教育費

目 市民図書館費

補正前額 0 

要求額 494 

総務部長段階査定額 494 

一般会計 【問合せ先】中央図書館 0857-27-5182 
 
【１１次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】 
　子どもから高齢者まで不特定多数の方が利用される図書館において、利用者が安
心して、継続的に施設を利用できるよう、新型コロナウイルス感染防止対策の撤退
が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　パーテーションなどの整備により、施設の衛生環境を整え、新型コロナウイルス
感染防 止を図る。 
 
【事業の内容】 
　感染防止対策に必要な物品を購入する。 
　①パーテーション（中央図書館内）20枚
　②消耗品（消毒液ほか）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 396 0 

教００５ 項　　目　　名 市民図書館衛生対策事業費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 市民図書館衛生対策事業費 ページ 17 所　　属　　名

教育委員会事務局 
市立図書館年度 R4
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